


本日の内容
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◆趣 旨

平成３０年７月豪雨災害における、災害対策本部の初
動対応をはじめとする岡山県のこれまでの対策を検証し、
被災世帯を対象とした本格的な住民意識調査を通じて把
握した避難の実態等も踏まえながら、将来発生しうる風
水害や土砂災害、南海トラフ沿いの地震・津波等の大規
模災害に備え、二度と同じことが繰り返されないよう、
住民の避難対策や県の防災体制の強化などについて検討
し、今後実施すべき取組を提言として取りまとめたもの

◆今後の対応に向けた提言

１県災害対策本部の機能充実 ２市町村との連携強化

３河川管理等の取組強化 ４自助・共助の取組促進

検証委員会河田委員長による報告書提出
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平成３０年７月豪雨災害検証報告書（概要）



【対策１】
県の初動体制と
市町村支援の強化

【対策２】
河川管理等の
取組強化

【対策３】
地域防災力の強化
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提言を踏まえた県の取組
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岡山県地区防災計画等作成推進協議会の設置に至る県のスタンス



＜各地区部会＞
令和元年度 津山市城西地区、備前市片上地区、

和気町田ヶ原地区
令和２年度 高梁市有漢地区、勝央町畑屋地区、

美咲町塚角地区
令和３年度 笠岡市金浦地区、和気町宮田地区、

矢掛町美川地区 ※下線が個別避難計画の作成に取り組む

＜部会の動き＞
①部会へ協議会アドバイザー
を派遣

②計画作成に向けた議論
③実績報告

＜協議会の動き＞
①連携（報告会等の開催・意見交換）
②情報共有・事例を横展開
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岡山県地区防災計画等作成推進協議会（イメージ）

岡山県地区防災計画等作成推進協議会
構成メンバー 岡山県・県内２７市町村

事務局 岡山県危機管理課



［
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岡山県地区防災計画等作成推進協議会アドバイザー



○モデル地区概要

令和４年度岡山県地区防災計画等作成モデル事業
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地区防災計画制度（概要）

①平常時 ②災害警戒時 ③応急対策時 ④復旧・復興時
・防災訓練、避難訓練の連絡体制の整
備、避難路・避難所の確認

・要配慮者の保護など、地域で大切な
こと等を整理

・食料等の備蓄 など

・情報収集・共有・伝達
・避難判断、避難行動等
・住民の所在、安否確認 など

・率先避難、避難誘導、避難支援
・物資の仕分け、炊き出し
・避難所運営、在宅避難者への支援
など

・被災者に対する地域コミュニティ全
体での支援 など

各種防災計画の基本

◆地区防災計画に反映済（３市町村 ３地区）
倉敷市真備地区原田団地自主防災会地区、津山市城西地区、勝央町畑屋地区

◆地区防災計画の策定に向けて活動中の地区がある市町村
倉敷市、津山市、総社市、高梁市、備前市、吉備中央町



→ 東日本大震災を契機とする災害対策基本法の改正により制度創設

震災では、地域住民による自助、地域コミュニティにおける共助が避難所運営等において

重要な役割を果たした。震災経験を踏まえ、今後発生が危惧されている南海トラフ巨大地震

等の大規模広域災害に備え、自助・共助の役割の重要性が高まっている。

→ 市町村地域防災計画に地区防災計画を定めることを提案できる（計画提案制度）
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）地区防災計画（概要）
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）地区防災計画（概要）



12

令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）地区防災計画作成の取組効果

■土砂災害に備えた住民による避難行動の事前準備
（愛媛県松山市高浜地区）

出典：地区防災計画の素案作成
支援ガイド（内閣府）

■住民同士で声を掛け合い、早期避難
（⾧野県⾧野市⾧沼地区）



13

令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）地区防災計画（津山市城西地区）

■計画本体 目次

１．基本方針

２．対象地区と避難所及び策定主体

３．地区の特性と予想される災害

４．各町内会の特徴・強み・弱み

５．協議会 組織図

６．協議会 緊急連絡網

７．災害対策配備フロー

（タイムライン）

８．避難所運営マニュアル

９．津山市及び地区の防災体制

10．協議会 規約

■資料編（様式集）

１．備蓄防災用品

２．町内別受付簿

３．避難所入所者カード

４．西小学校全体図

５．西小学校教室配置図

６．避難所配置想定図

７．城西見守り台帳

岡山県危機管理課ホームページで紹介
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）地区防災計画（津山市城西地区）

★特徴

警戒レベルごとに住民

目線による地区の動き

や対応を示した災害対

策フロー（タイムライ

ン）や住民主体の避難

所運営マニュアルが盛

り込まれている。



全部作成済 一部作成済 未作成 計

岡山県（市町村数）

2
浅口市、久米南町

15
岡山市、倉敷市、津山市、玉
野市、笠岡市、井原市、総社
市、新見市、真庭市、美作市、
和気町、里庄町、鏡野町、美
咲町、吉備中央町

10
高梁市、備前市、瀬戸内市、
赤磐市、早島町、矢掛町、
新庄村、勝央町、奈義町、
西粟倉村
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岡山県（％） 7.4％ 55.6％ 37.0％ 100％

全 国（％） 9.7％ 56.9％ 33.4％ 100％
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）個別避難計画（概要）



〇災害対策基本法
（個別避難計画の作成）
第49条の14 市町村⾧は、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報に係る避難行動要支
援者ごとに、当該避難行動要支援者について避難支援等を実施するための計画（以下、「個
別避難計画」という。）を作成するよう努めなければならない。ただし、個別避難計画を作
成することについて当該避難行動要支援者の同意が得られない場合は、この限りでない。

※地域における被害想定や本人の心身状況等を踏まえ、優先度の高い者から計画を作成
※個別避難計画は、避難行動要支援者本人の同意を得て作成
※個別避難計画を作成する経費については普通交付税で措置
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個別避難計画（概要）

〇災害対策基本法
第８条第２項第15号
要配慮者：高齢者、障害者、乳幼児その他特に配慮を要する者

第49条の10第１項
避難行動要支援者：上記のとおり
避難行動要支援者の範囲は、各市町村が地域防災計画において定めるとされている。



①避難支援等を実施する者

②避難先

③避難時に配慮しなくてはならない事項

（例：立つことや歩行ができない、音が聞こえない（聞き取りにくい）、

物が見えない（見えにくい）、言葉や文字の理解が難しい、

顔見ても知人や家族とわからない、医療機器等の装着をしている）

④自宅で想定されるハザードの状況、常備薬の有無

⑤避難支援時の留意事項（例：避難所までの時間、避難経路、危険箇所等）
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個別避難計画（概要）
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）個別避難計画（概要）

出典：内閣府ホームページ
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）個別避難計画（概要）

○災害対策基本法第４９条の１０第２項
避難行動要支援者名簿：避難行動要支援者の避難支援等を実施するための基礎とする名簿
名簿には、氏名、住所、電話番号、避難支援等を必要とする理由等を記載
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令和３年度全体スケジュール（協議会・岡山県）避難行動要支援者の避難行動支援に関する制度的な流れ

出典：内閣府ホームページ
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個別避難計画作成の段取りに係る考え方（例）

○計画作成の優先度を以下の３つのポイントで判断する
①地域におけるハザードの状況（洪水・津波・土砂災害等の危険度の想定）
・河 川：浸水想定区域など（「浸水深が●m以上」や「建物倒壊が予想される」地域など自治体

の状況や実情に応じて設定
・海岸等：津波災害特別警戒区域など
・傾斜地：土砂災害特別警戒区域など 等

②対象者の心身の状況、情報取得や判断への支援が必要な程度
・重度の要介護や障害のある者、人工呼吸器使用者等、自力での判断や避難が困難な者

③独居等の居住実態、社会的孤立の状況
・避難支援者がそばにいない

■本人・地域記入による計画作成■市町村支援による計画作成

出典：避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府・令和３年５月改定）
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優先度を踏まえた個別避難計画の策定



出典：避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府・令和３年５月改定・参考資料） 23

優先度を踏まえた個別避難計画の策定
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個別避難計画の様式・記入例（内閣府）
☑

☑

☑ ☑

出典：避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府・令和３年５月改定）
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避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の記載等事項

※記載必須事項
［市町村⾧が必要と認める事項例］
・自宅で想定されるハザードの状況、移動の際の持出品、移動時に必要な合理的な配慮の内容について特記事項や留意事項に記載等すること。
・避難行動要支援者の性別等により、避難支援等実施者の選定に配慮が必要な事項を記載等すること。

●･･･必須事項
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避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の記載等事項

◆第49条の14第３項
（個別避難計画の記載等事項）
個別避難計画には、第49条の10第２項第１号から第６号までに掲げる事項のほか、避難行動要支援者に関する次に

掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。
（１）避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を実
施する者をいう。次条第２項において同じ。）の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号その他の連絡先

（２）避難施設その他避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項
（３）前２号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村⾧が必要と認める事項

◆第49条の10第２項
（避難行動要支援者名簿に記載等事項）
避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するもとする。

（１）氏名
（２）生年月日
（３）性別
（４）住所又は居所
（５）電話番号その他の連絡先
（６）避難支援等を必要とする事由
（７）前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村⾧が必要と認める事項
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優先度を踏まえた個別避難計画の策定

☑

☑

☑
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優先度を踏まえた個別避難計画の策定

☑

☑
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地区防災計画と個別避難計画の連携

出典：地区防災計画フォーラム2022（内閣府）

・災害時は高齢者の避難が遅れ
がち

・背景としては、高齢者は情報
を受けにくく、かつ情報に対
して危機感を持ちにくい実態
がある。

・このため、高齢者の避難には
地域ぐるみの支援が必要

・共助による健康加齢者の避難
計画を作成し、地域における
避難の実効性を高める

・住民共通の関心事である防災
を入口にして、地域とのつな
がりづくりに取り組み、防災
と福祉の連携を図る

・地区防災計画を議論すること
により、避難行動要支援者の
避難に関心が高まり、個別避
難計画の作成、避難支援の実
施に協力を得られやすくなる

・地区防災計画の避難のタイム
ラインを個別避難計画の作成
に生かすなど、連携して作成
し、訓練等を通じて実効性を
確保することが重要

■高齢者避難の課題
■高齢者避難における

地区防災計画の役割

■個別避難計画と地区

防災計画の連携

・災害の危険度の高いところから優先的に策定を促す
・防災、福祉等の地域の様々な分野の方が関われる環境を整える
・好事例づくり、事例集作成等の普及啓発
・支援人材を育成する仕組み 等

■地区防災計画の素案作成への自治体の支援
・（拡）地区防災計画等作成モデル事業
→ モデル地区を指定し、市町村等に

よる計画作成の取組を支援
→ マニュアルの作成

・（継）防災・福祉対応力向上研修
・（新）個別避難計画作成の中核的な

人材育成研修

■県の対応



30

参考資料



全体スケジュール（令和３年度協議会・岡山県）
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○取組経過（地区防災計画・個別避難計画関係）
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笠岡市金浦地区（令和３年度）

防災マップの見直しについて意見交換する

様子

豊富な知識で参加者をリードする防災士
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和気町宮田地区（令和３年度）

計画に盛り込む項目の整理表

防災まち歩きを行った後、危険箇所等を地図

に落とし込む様子
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矢掛町美川地区（令和３年度）

地域調整会議を開催し、要支援者の避難

支援の手順等を確認する様子

避難訓練の様子
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個別避難計画作成の取組動画

部 会 進め方 内 容

第１回 講話、ワークショップ 基礎知識の習得や地区の状況把握

第２回 ワークショップ
地区のハザード状況の確認、
計画作成を優先する者の確認、計画様式の検討

第３回 ワークショップ
地域調整会議の開催（避難支援の具体的方法や避難の際
に配慮すべき事項等を確認）

第４回 実動訓練 避難訓練の実施（計画の検証）

※上記のほかに計画作成の優先度付けの整理（自治体）、要支援者に対する取組の説明や聞き取り（地区・自治体）、
計画様式への基礎情報の落とし込み（自治体）等が行われている。
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個別避難計画作成の取組動画

取組の横展開（モデル事業の実施を通じて）



•対象地区や当事者の選定を行う。

•計画作成を行う対象者の優先度付けを行う（優先する者の整理及び確認）。

•対象地区や当事者の選定を行う。

•計画作成を行う対象者の優先度付けを行う（優先する者の整理及び確認）。

•専門家の講話で防災や福祉の歴史・背景や計画作成の必要性について共通理解を図る。
•地図を使用して災害図上訓練を行う（災害、まち、人の観点で地域の状況把握や地域資源の洗い
出しを行う）。

•専門家の講話で防災や福祉の歴史・背景や計画作成の必要性について共通理解を図る。
•地図を使用して災害図上訓練を行う（災害、まち、人の観点で地域の状況把握や地域資源の洗い
出しを行う）。

•関係者で地区のハザード状況を確認する。
•支援者に対して意見聴取する ①計画作成を優先する者の確認、②計画の様式検討（使いやすさ
や避難支援に必要となる項目を確認する）。

•関係者で地区のハザード状況を確認する。
•支援者に対して意見聴取する ①計画作成を優先する者の確認、②計画の様式検討（使いやすさ
や避難支援に必要となる項目を確認する）。

•計画作成にあたり、民生委員や自主防災組織等の関係者が当事者に趣旨説明や聞き取りを行う。

•手元にある当事者の基礎情報を計画に落とし込む。

•計画作成にあたり、民生委員や自主防災組織等の関係者が当事者に趣旨説明や聞き取りを行う。

•手元にある当事者の基礎情報を計画に落とし込む。

•地域調整会議を開催し、民生委員や福祉専門職を中心に関係者で避難支援のタイミングや方法、避
難支援の際に配慮すべき事項を確認する。
•地域調整会議を開催し、民生委員や福祉専門職を中心に関係者で避難支援のタイミングや方法、避
難支援の際に配慮すべき事項を確認する。

•避難訓練を実施し、計画内容を検証する。

•実施後、振り返りを行い、改善点を洗い出し、見直しにつなげる。

•避難訓練を実施し、計画内容を検証する。

•実施後、振り返りを行い、改善点を洗い出し、見直しにつなげる。
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個別避難計画作成の進め方（矢掛町美川地区）



個別避難計画作成の進め方（標準的な流れ・参考）
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標準的な流れ
（計画作成・補助金事務）

内 容
主な関係者

備 考
当事者 自主

防災組織
地域
住民

民生
委員

福祉
専門職

市町村
職 員

Step１ 対象地区や当事者の選定
計画作成の優先度付けの整理
対象となる地区や当事者を選定 ● ● ●

Step２ 防災・福祉対応力向上研修の実施

防災や福祉に関する現状や動向を把握するとと
もに災害リスクを正しく理解し、避難行動要支
援者に対する支援や個別避難計画の作成に必要
な知識と技術の習得することを目的に実施。防
災部門は福祉分野を、福祉部門は防災分野を重
点的に学習（たすき掛け）。

● ● ● ● ●

県委託事業
研修
・福祉関係者向け
・地域関係者向け
意見交換会

Step３ 当事者力アセスメントの実施
当事者への聞き取りや説明を実施
避難時における事前準備も併せて確認 ● ● ● ●

Step４ 地域力アセスメントの実施
地域の災害リスクの把握や地域で利用できる資
源等の確認 ● ● ● ● ●

Step５ 個別避難計画の作成 当事者情報（基礎情報）の計画への落とし込み ● ● ●

Step６ 地域調整会議の開催

民生委員や福祉専門職を中心に関係者で避難支
援のタイミングや方法、避難支援の際に配慮す
べき事項等を確認

● ● ● ● ● ●

Step７ 避難訓練の実施及び振り返り
計画内容を検証するため、避難訓練を実施
実施後、振り返りを行い改善点を洗い出し ● ● ● ● ● ●

Step８ 個別避難計画の見直し
避難訓練等を踏まえ、計画内容を修正
関係者への計画の提供、市町村への提出 ● ● ● ● ● ●

Step① 補助金申請 市町村に対する個別避難計画の作成経費を支援 ● 県補助事業

Step② 補助金支払い 市町村に対する個別避難計画の作成経費を支援 ● 県補助事業
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参考資料
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参考資料
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参考資料

［知る］関心のある地域を日本地図からクリック

津山市城西地区
の取組掲載
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参考資料
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参考資料

岡山市・岡山県参画


